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簡易公募型競争入札方式に係る手続開始の公示 

（建築のためのサービスその他の技術的サービス(建設工事を除く。））  

 
次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を開始します。 

本業務では、競争参加者の資料作成及び、発注者の技術審査に係る事務負担軽減を図るため、

評価に係る申請資料の提出を、競争参加者の自己申告による「簡易技術資料」の提出に留め、

開札後に、落札候補者に対してのみ、「詳細技術資料」を求め、「簡易技術資料」の内容を確

認する「簡易確認型」を試行する。なお、「簡易確認型」の概要は、 

https://www.cbr.mlit.go.jp/contract/sokuryou/pdf/kanikakunin.pdfより確認することがで

きる。 

本業務は、地域コンサルタントの活用促進を目的に、企業・技術者の過去の業務成績を評価

対象としない「地域型」を試行する。 

なお、本業務は、入札契約手続き等について、下記分任支出負担行為担当官とは別の事務所

（木曽川上流河川事務所）において行う業務である。 
 

令和５年７月１９日 

分任支出負担行為担当官 

中部地方整備局越美山系砂防事務所長  富田 直樹 

 

１ 業務の概要 

（１）業務名  令和５年度 西津汲第２砂防堰堤補償説明業務 

（電子入札対象案件）（電子契約対象案件） 

（２）業務内容  

本業務は、西津汲第２砂防堰堤事業の施行に伴い取得等が必要となる土地について、

関係者に対する補償説明を実施するものである。 

（３）履行期間 契約締結日の翌日から令和５年１２月１５日まで 

 

２ 入札方式等 

（１）予定価格が1,000万円を超える場合、予算決算及び会計令（以下、「予決令」という。）

（昭和22年勅令第165号）第85条の基準に基づく調査基準価格を設定する。 

（２）予定価格が100万円を超え1,000万円以下の場合、業務品質確保の観点から中部地方整

備局が定める価格「品質確保基準価格」を設定する。 

（３）本業務は、参加表明書の提出及び入札を電子入札システム等で行うものとする。ただ

し、落札候補者となった場合に提出が必要となる詳細技術資料については、電子メール

で提出するものとする。 

 

３ 指名されるために必要な要件 

（１）参加資格要件 

入札参加希望者は、次に掲げる資格を満たしている単体企業であること。 

① 予決令第98条において準用する予決令第70条及び第71条の規定に該当しない者であ

ること。 

② 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における補償関係コンサルタント業務に

係る令和５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会

社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者
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又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなさ

れている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基

づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。 

③ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者（②の再認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

④ 参加表明書の提出期限の日から開札の時までの期間に中部地方整備局から建設コン

サルタント業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

⑤ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省公共事業等から排除要請があり、当該状態が継続している者で

ないこと。 

※ （１）②に掲げる一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていない者も参加表

明書を提出することができるが、その者が入札に参加するためには、指名通知の日ま

でに、当該資格の認定を受けていなければならない。 

なお、指名通知の日は別表①の日を予定する。 

 

（２）資本関係及び人的関係に関する要件 

（３）業務拠点に関する要件 

（４）業務実施体制に関する要件 

（５）入札参加希望者の業務実績に関する要件 

（６）配置予定主任担当者の資格に関する要件 

（７）配置予定主任担当者の業務実績に関する要件 

（８）配置予定主任担当者の手持ち業務に関する要件 

（９）中立公平性に関する要件 

 

４ 入札参加者を選定するための基準 

建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領に定める指名基準による。 

なお、同基準中の｢当該業務における技術的適性｣については、入札参加希望者の同種業務

の実績ならびに配置予定主任担当者の資格、業務の経験及び手持ち業務等を勘案するものと

する。 

 

５ 入札手続等 

（１）担当部局 

〒５００－８８０１  岐阜市忠節町５丁目１番地 

中部地方整備局木曽川上流河川事務所  経理課 

電 話 ０５８－２５１－１３２２ 

メールアドレス：cbr-keijyory@mlit.go.jp 

（２）入札説明書等の交付期間、場所及び方法 

① 入札説明書等の交付期間：別表②のとおり。 

② 交付場所及び方法：「電子入札システム」に掲載した入札説明書をダウンロードす

ることにより交付する。 

入札情報サービスURL： 

http://www.i-ppi.jp/ippi/SearchServices/web/Gyomu/Kokoku/Search.aspx 

（３）参加表明書の提出期間、提出先及び方法 

① 参加表明書の提出期間：別表③のとおり。 
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② 提出先及び方法：参加表明書は、電子入札システムにより提出すること。 

ただし、事前に紙入札方式の承諾を得た者は、電子メールにより５（１）まで提出

すること。 

（４）詳細技術資料の提出期間及び提出先 

① 詳細技術資料の提出期間：落札候補者に通知する詳細技術資料提出依頼書（落札候

補者選定通知）による。 

② 落札候補者は、電子メールにより詳細技術資料を５（１）に提出すること。 

（５）入札、開札の日時、場所及び方法 

① 入札書の受付期間：別表④のとおり。 

② 入札書の提出先及び方法：入札書は電子入札システムにより提出すること。 

ただし、事前に紙入札方式の承諾を得た者は、紙により５（１）まで「郵便（書留

郵便に限る）又は託送（※注１）」で提出すること。 

③ 開札の日時及び場所：別表⑤のとおり。 

※注１：「託送」とは・・民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律

第 99 号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しく

は同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２

項に規定する信書便で書留郵便と同等のものとする。 

 

６ その他 

（１）契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
（２）入札保証金及び契約保証金  

① 入札保証金：免除 

② 契約保証金：免除 

（３）契約書作成の要否等 
本業務は、契約手続きにかかる書類の授受を電子契約システムで行う対象業務である。

なお、電子契約システムによりがたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える

ものとする。 
（４）関連情報を入手する為の照会窓口：上記５（１）に同じ。 
（５）詳細は、入札説明書による。  
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別表                                                                     

 

① 指名通知の日 令和５年８月３日 

② 

 

入札説明書等の交付期間 

 

令和５年７月１９日から 

令和５年８月１８日まで 

③ 

 

 

参加表明書の提出期間 

 

 

令和５年７月２０日から 

令和５年７月２７日までの10時から16時まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

④ 

 

 

入札書の受付期間 

 

 

令和５年８月１７日10時から 

令和５年８月１８日16時まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

⑤ 

 

開札の日時及び場所 

 

令和５年８月２３日１０時００分 

木曽川上流河川事務所入札室 


